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研究要旨 

【背景と目的】全国のがん診療連携拠点病院に相談支援センターが設置されて 7 年が経過

した。しかし「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針（平成 20 年 3月改訂）」により

相談支援センターの整備が進められているにも関わらず、相談件数は伸び悩み、十分に活

用されていないことが指摘されている。本研究では、相談支援センターのさらなる可能性

と発展に関する検討を行うために、これまでの相談支援センターに関する検討の成果を踏

まえ、相談支援センターのとくに相談対応部分における質的な評価のあり方について検討

すること、また各々の相談支援センターについて地域における機能および役割について明

らかにし、相談支援センターの院内外における活用実態の把握と地域特性別の新たな活用

方法のあり方を示すことを目的とする。また相談支援センターの現場で活用できるツール

や手引きなどを作成することを心がけた。 

【方法】文献検討、質問紙調査、半構造化インタビュー調査、地域住民調査、既存調査結

果を用いた二次分析と事例調査等の方法により、6領域、18 の検討を行った。1. 相談対応

の質的な評価のあり方に関する検討：(1) 相談支援センターにおける相談員の教育・研修

に関する検討、(2) 電話でのがん相談における｢相談の質評価表｣を用いた事例検討と評価

のあり方の検討、(3) 「がん相談対応評価表」を用いた相談支援の質評価方法の普及と課

題に関する検討、(4) がん相談支援センターのアクセス状況の実態把握に関する研究 

(5)相談支援センターの評価に関する検討、2. 相談支援センター相談員用学習ツールの開

発に関する検討：(6) がん相談支援センターにおける「がん患者・家族」の理解に必要と

される視点・要素に関する研究、(7) がん専門相談員のための学習の手引き~実践に役立つ

エッセンス~の改訂に関する研究、(8) 研修素材としての「がん相談事例」の作成と学習方

法に関する検討、(9) がん相談支援センターにおける相談の質の向上プログラムの開発、 

3. 相談支援センターの地域における機能および役割の検討：(10)相談支援センターの院内

外を含めた機能と役割、位置付けに関する検討、(11) ICT を活用した滋賀県がん相談支援



センター相談員支援システムの開発・実施に関する研究、(12)「病院患者図書館と地域の

公立図書館の連携とがん情報提供支援に関する研究」、4. 相談支援センターの院内外の活

用実態と新たな活用方法の検討：(13)相談支援センターの院内外の活用実態と新たな活用

方法の検討、(14) 相談支援センターの院内外の活用実態と新たな活用方法の検討、(15) が

ん相談支援センター“働くこと”および“療養生活”に関連する相談の対応状況に関する

調査、5. 患者団体等との連携のあり方に関する検討：(16)患者団体等との連携を促進する

ための「相談員のためのがんサロンの設立と運営のヒント集」の作成、6. 小児がん拠点病

院相談支援センターの教育、学習プログラムの開発に関する検討：(17) 小児がん拠点病院

相談支援センター相談研修プログラム内容の検討、(18) がん専門相談員のための「小児が

ん就学の相談対応の手引き」の作成、である。 

【結果および考察】相談支援センターの相談対応の質的な評価については、作成したプロ

グラムをある相談支援センターだけではなく、より多く、複数の地域での展開というよう

に、点から面への展開が必要である。評価そのものに慣れていない現場で効果的に学習の

機会や質の評価を行っていくには、目的やその必要性を共有しながら、時間をかけて取り

組んで行くことが、実際には一番効率のよい方法であることが本年度の研究成果から示さ

れた。また、就労に関する相談支援などでの院内外との連携のあり方は、今後もおそらく

相談支援センターに求められる役割が増えるたびに、取りざたされる課題であると考えら

れ、他職種との連携や役割分担をどのように進めるのか、考え方を整理することそのもの

が、今後より複雑化する医療現場での対応への示唆にもなると考えられる。小児がん拠点

病院も指定され、がん対策をいかに総合的な観点から推し進めるか、そのためにも個々の

相談支援センターや相談員が力をつけつつ、主体的に動ける環境をつくることで、情報や

支援を必要とする人に、必要なときに届けられる体制の構築につながると考えられる。そ

のためにも、本年度作成した「がん専門相談員のための学習の手引き（改訂版）」、「相談員

のためのがんサロンの設立と運営のヒント集」、「がん専門相談員のための『小児がん就学

の相談対応の手引き』」の手引き類また学習用の相談事例は、現場の相談員にとって有用な

ツールとなることが期待される。 

【結論】がん対策基本計画も二期目の中期にさしかかり、これまで行われてきた相談支援

センターの機能強化がますます求められているとともに、評価の視点が重要になってきて

いる。また、これまで力点が置かれていたツールやプログラムの開発そのものではなく、

ツールやプログラムを地域においていかに相談員自身が主体性を持って関わり、活用でき

るかが重要である。またその検討過程そのものも均てん化に役立つものと考えられ、こう

した取り組みの維持方法の検討も必要である。さらに、限られた資源を効果的に活かすた

めにも、地域での役割分担と連携もますます重要な課題となっている。そのためにも、昨

年度から発展的に検討を加えてきた 6 領域について、現場に可能な限りフィードバックで

きるものにし、地域で活用できるものにしていくことも必要である。 
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A. 研究目的 

自院に通院するがん患者や家族のみなら

ず、地域住民のがんに関する相談対応を行

うことを目的として全国のがん診療連携拠

点病院に相談支援センターが設置されて７

年が経過した。しかし「がん診療連携拠点

病院の整備に関する指針（平成 20 年 3月改

訂）」により相談支援センターの整備が進

められているにも関わらず、相談件数は伸

び悩み、十分に活用されていないことが指

摘されている。 

国や自治体からの補助金という枠組みの

中で、各医療機関が相談対応のサービスを

提供、推進させるという取り組みは、諸外

国においても国内においても例がなく、こ

の新しい仕組みが有効に機能するためには、

わが国の社会環境に合わせて発展させてい

く必要がある。 

国内の相談支援センターの効果的な運用に

関する全国的な研究は、平成 18～20 年度の



がん臨床研究事業で開始され、平成 21～23

年度「相談支援センターの機能の強化・充

実と地域における相談支援センターのあり

方に関する研究（高山班）」において、相

談支援ツールおよび教育プログラム開発や

相談支援センターの機能強化のための要件

（人的、物的、支援体制等）などの検討が

なされ、相談支援センターの現状と課題が

明確になってきた。今後、より効果的な機

能の充実を図るためには、地域により状況

が異なる、多様な機能を有する相談支援セ

ンターにおいて、相談対応の質を担保しつ

つ、全国各々の病院機能や地域での役割に

応じて発展させていく必要がある。 

本研究では、これまでの成果を踏まえ、

相談支援センターのとくに相談対応部分に

おける質的な評価のあり方について検討す

ること、また各々の相談支援センターにつ

いて地域における機能および役割について

明らかにし、相談支援センターの院内外に

おける活用実態の把握と地域特性別の新た

な活用方法のあり方を示すことを目的とす

る。またこれまでの成果を可視化し、相談

支援センターの活動を推進するためにも、

相談支援センターの現場で活用できるツー

ルや手引きなどを作成することを心がけた。 

 

B. 研究方法 

平成 25 年度は、昨年度開始した検討を踏

まえ、文献検討、質問紙調査、半構造化イ

ンタビュー調査、地域住民調査、既存調査

結果を用いた二次分析と事例調査等の方法

により検討を行った。 

本研究で相談記録などのデータを扱う際

には、データ取り扱い施設あるいは国立が

んセンター倫理審査委員会の承認を得て実

施するなど、取り扱いについては慎重に行

い、情報保護を徹底した。 

 

C. 研究結果 

1. 相談対応の質的な評価のあり方に関す

る検討 

(1) 相談支援センターにおける相談員の教

育・研修に関する検討 

各相談支援センターにおいてがん専門相談

員の教育方法を見出すことを目的に、神奈

川県内の相談支援センター（23 施設）が参

加してアクションリサーチを行った。平成

24 年度の研究成果で「がん専門相談員によ

る相談対応の質の確保にむけた教育介入プ

ログラム」（以下「教育プログラム」）を

活用した研修方法に取り組みたいという希

望は多く、平成25年度は「教育プログラム」

の活用方法を検討し、最初のプログラムで

ある「相談の質評価表を用いて他施設の事

例を検討する」ことを、県単位の研修会で

指導的立場にある相談員対象に実施し、そ

の後スタッフ対象の研修について「県単位

の研修会にスタッフを派遣」または「自施

設で学習会を開催」を、施設ごとに選択で

きるように計画した。指導的立場にある相

談員対象の研修会には 23 施設／23 施設、35

名のがん専門相談員が参加した。「教育プ

ログラム」を活用した学習方法は、「相談

員のアセスメント向上に役立つ」「相談支

援の活動に役立つ」と多くの相談員が評価

し、今後、自施設での事例や自分の事例に

ついて検討を行ったり、ディスカッション

したりすることを「行ってみたい」と考え

る者が多くみられた。 

 

(2) 電話でのがん相談における｢相談の質



評価表｣を用いた事例検討と評価のあり方

の検討 

地域におけるがん診療拠点病院がん相談員

のがん相談の質の向上および質の均霑化を

目的として、がん相談における質的な評価

のあり方について、特に電話でのがん相談

において、「相談の質評価表」を用いた事

例検討を行い、この方法についてアンケー

ト調査により検討した。その結果、「質の

評価表」が教育ツールとして、また事例検

討ツールとして有用であることが示された。

「質の評価表」を用いた相談員が最も求め

る事例検討用の材料は事例検討が頻回に行

われていない中では、第三者が実施した例

を用いることが望ましいと考える相談員が

多く、自分の施設内の事例、あるいは自分

の事例の検討には抵抗感を感じる者が少な

くなかった。 

 

(3) 「がん相談対応評価表」を用いた相談

支援の質評価方法の普及と課題に関する検

討 

 ～ワークショップ開催結果を通して～ 

これまでに開発を行ってきた「がん相談対

応評価表」について、今後全国に普及させ

て行く際の課題について検討を行うことを

目的として、全国のがん診療連携拠点病院

のがん専門相談員を対象に、「がん相談対

応評価表」を用いた相談支援の質評価に関

するワークショップを開催した。内容は、

講義、演習で構成した。演習では、実際の

相談事例の教材を用いて参加者が評価を行

い、グループ討議を行った。 

その結果、40 名の参加者によるアンケート

の結果は、評価表の活用が相談支援の向上

に 90%の参加者が役立つと回答した。また、

日々の相談支援において、振り返りや事例

検討を行っている者が、41%と半数に満たな

い現状が明らかになった。 

 

(4) がん相談支援センターのアクセス状況

の実態把握に関する研究 

がん診療連携拠点病院のがん相談支援セン

ターに電話をかけた相談者が、適切にがん

相談支援センターの相談員につながれるか

どうかについて現状を把握することを目的

として調査を行った。全国がん診療連携拠

点病院の 6 割にあたる 228 施設から参加の

表明があり、9割以上の施設では、2回以内

に相談員につながることができ、平均では

30 秒程度で相談員に到達した。一方で、つ

ながらなかった場合には、平均で2分前後、

場合によって5分以上の時間を要していた。 

 

(5)相談支援センターの評価に関する検討 

わが国では、がん対策推進基本計画に基づ

き、患者家族の療養生活の質の向上を図る

ために、相談支援センターをがん診療連携

拠点病院に設置し、施設内外での相談支援

体制を整備している。しかし、相談支援セ

ンターが有効に機能していない現状がある。

そこで、相談支援センターの支援プログラ

ムが有効に機能しているか否かを評価する

事を目的に、相談支援センターの役割や機

能を整理して、プログラム評価法に沿って

作成された調査票の開発を計画した。本年

度は予備的調査を開始した。プロトコール

を作成、施設内倫理審査に承認を得て、2014

年 2 月の段階で 1 施設のみ承認を得、調査

を開始し、31 部回収している状況である。 

 

2. 相談支援センター相談員用学習ツール



の開発に関する検討 

(6) がん相談支援センターにおける「がん

患者・家族」の理解に必要とされる視点・

要素に関する研究 

相談支援において相談者を理解し適切なア

セスメントを行うことは、最も重要な要素

として位置付けられるが、一方で、実際の

相談支援の実務においては相談員の個人の

中で行われるプロセスであり、このプロセ

スが適切に行われることが極めて重要であ

るが可視化されにくい。本研究では、資質

に富み、熟練した相談員がもつ相談支援の

プロセスのうち、対象者の理解とアセスメ

ントに関する相談員自身の内的な思考過程

や注意を向けている要素について整理し、

文章化した。がん相談支援センターの相談

員ががん患者や家族を理解するにあたって

考慮されている視点・要素は、がん医療を

とりまく社会環境の変化を十分に認識した

ものであり、相談の質の維持向上のために

は、これらを言語化して伝えること、研修

の機会の確保など、継続的な教育機会も必

要であると考えられた。 

 

(7) がん専門相談員のための学習の手引き

~実践に役立つエッセンス~の改訂に関する

研究 

がんを取り巻く環境は、刻々と変化し、そ

れに呼応してがん相談支援センターに求め

られる役割も広がりつつある中で、がん専

門相談員が共有すべき知識や技術の一部は

より整理され、また学ぶべき範囲は拡大し

ている。本研究では 2008 年 8月に作成され

た「がん専門相談員のための学習の手引き

～実践に役立つエッセンス～（以下「手引

き」と記載）」を、がん患者や家族、医療

者ならびに社会から求められているがん専

門相談員の役割に沿って、１）「手引き」

で扱うべきテーマを明らかにすること、２）

挙げられたテーマについて相談員が学び共

有すべき知識や技術について記述し、「手

引き」を改定することを目的として、第 2

版を作成した。検討の結果、扱うべきテー

マには、「サバイバーシップ」「就労支援」

「HTLV-1」「がん登録」「家族性腫瘍」が

あげられた。 

 

(8) 研修素材としての「がん相談事例」の

作成と学習方法に関する検討 

全国のがん相談支援センターにおいて、効

果的に継続的な学習の場を提供していくた

めにも、現場の相談員にとって活用しやす

い学習素材を提供することは重要である。

本研究では、今後地域で学習機会を持つ際

に活用できる研修素材を作成すること、ま

たこうした研修素材を体系的に、より効果

的に学べる素材提供方法について検討を行

った。相談員が現場でよく遭遇する４つの

相談事例について検討を行い、「認知症」

のがん患者の家族からの相談、｢緩和ケア｣

導入時の患者や家族からの相談、「電話」

での最新の情報を求める相談、「職場復帰」

の際の相談の 4 事例について、DVD の作成、

学習できるポイントの整理と提示、事例作

成の意図についてまとめた。 

 

(9) がん相談支援センターにおける相談の

質の向上プログラムの開発～「事例検討の

方法を学ぶ」ワークショップ開催結果を通

して～ 

がん相談支援の事例検討方法と事例検討の

学習方法を学ぶことを目的にワークショッ



プを開催し、事例検討を各施設や地域で進

めていく際の課題について検討を行った。

全国のがん専門相談員に呼びかけ、1日プロ

グラムのワークショップを開催した。内容

は、講義、演習で構成した。演習では、参

加者全員による模擬事例検討会、および事

前提出された事例を基にした模擬事例検討

を行った。11 名の参加者によるアンケート

の結果は、ほとんどの者が、事例検討の過

程、限界、グループダイナミクスの重要性

について理解を深め、自施設や地域で事例

検討に取り組むことができそうであると回

答した。 

 

3. 相談支援センターの地域における機能

および役割の検討 

(10)相談支援センターの院内外を含めた機

能と役割、位置付けに関する検討 

地域がん診療連携拠点病院は全国で 397 施

設（平成 25 年 3月）が指定されている。指

定された病院は大学病院を中心とする特定

機能病院、がん専門施設で構成される全国

がん（成人病）協議会（全がん協）加盟施

設などの特徴を有しており、がん医療に関

しすべての拠点病院が同一のがん医療環境

に在るわけではない。そのため、相談支援

センターの機能や規模に関しても施設の開

設目的に応じた内容に依存せざるを得ない

と思われる。そのため、地域がん診療連携

拠点病院現況調査（2012 年調査）の資料を

用いて解析を行った結果、とくに、B群（全

がん協加盟施設）以外では、入院がん患者

割合が 30％以下と低く、日常業務の中心が

がん患者ではない患者の対応が中心である

ことが推測された。電話相談に関しては、

相談者の保護の観点からも直通電話の設置

が望まれるが、C（病床 500 床未満）、D 群

（病床 500 床以上）では 40％強の施設に留

まっていた。 

 

(11) ICT を活用した滋賀県がん相談支援セ

ンター相談員支援システムの開発・実施に

関する研究 

質の高いがん相談を提供すること、ならび

に相談員の効率よい業務遂行のために、

「ICT を活用した滋賀県がん相談支援セン

ター相談員支援システム（以下、システム

という）」を平成 24 年度研究において開発

した。試行期間を経て平成 25 年 5月 1日よ

り本格的稼働を行った。システムの評価（成

果の検証）を、PDCA サイクルを活用して行

った結果、困難事例の共有、回答内容の整

理等、相談支援センターならびに相談員の

質の向上に資するシステムと考えられたが、

システムを使用するに至る環境の整備、特

に相談員のゆとり時間の確保が必要と思わ

れた。 

 

(12)「病院患者図書館と地域の公立図書館

の連携とがん情報提供支援に関する研究」 

疾病に罹患し終末を迎える経過の段階ごと

に情報ニードが存在する。NPO 医療の質に関

する研究会は 2008 年度から 5 年間で 50 病

院に患者図書室を寄贈してきた。その中に

は 26 のがん拠点病院が含まれる。入室者数

から見た図書室の利用のされ方には大きな

ばらつきが存在し、その差をもたらす要因

は医療者の図書室の活用の差にあることが

うかがわれた。 

 

4. 相談支援センターの院内外の活用実態

と新たな活用方法の検討 



(13)相談支援センターの院内外の活用実態

と新たな活用方法の検討 

相談支援センターに期待される役割につい

ては、「第 2 期がん対策推進基本計画」に

記載されていたところ、平成 26 年１月には

「がん診療連携拠点病院等の整備に関する

方針」の中でより具体的な業務内容が示さ

れた。本研究では、2014 年 1 月までに発表

された文献を分析し、効果的な相談支援セ

ンターのあり方を検討し、相談支援センタ

ーの現場における活動の内容・課題、更に

解決の方向性を調査した。 

2014 年 1月、210 文献（原著論文、会議録、

解説を含む）が、『がん』と『相談支援セ

ンター』のキーワードで医中誌から検索さ

れた。本研究で解析検討の対象となる相談

支援センターの活動内容の記載のある文献

197 文献の内容別内訳の主なものは、相談内

容について 36 件、サポートグループ及び患

者会について29件、看護師について19件、

医療ソーシャルワーカーについ 11 件、相談

員研修及び評価について11件、他であった。 

 

(14) 相談支援センターの院内外の活用実

態と新たな活用方法の検討 

本研究の目的は、相談支援センターの院

内・院外での活用実態を明らかにし、相談

支援センター（がん相談員）の新たな活用

方法を検討することである。本年度は、A

県内の相談支援センターの現状を明らかに

するとともに、地域における協働のあり方

を検討するために、アンケート調査を実施

した。A県の拠点病院、県指定のがん診療連

携推進病院とがん相談支援センターの相談

員を対象に、1施設＝1調査票で無記名自記

式アンケート調査を実施した。対象施設は

22 施設で回収数は 14（回収率 66.6%）だっ

た。 

退院調整、医療相談室、在宅支援の業務は、

8-9 割の施設で相談員が兼務していた。相談

支援センターの相談対応以外の業務の中で、

がんサロン開催施設は 2 割で、患者・家族

向け講演会や学習会は 3 割程度にとどまっ

ていた。患者家族向け情報収集や情報共有

に関しては、半数は機会があれば情報収集

するが情報共有するツールはないと回答し、

部門内で情報共有するツールがあるのは 2

割であった。地域の医療機関や医療従事者

の情報収集は、相談支援センター内で共有

するツールを持っている施設は4割だった。

患者家族向け情報、地域の医療情報共に施

設全体で共有するツールがある施設は 1 施

設にとどまっていた。 

地域ネットワーク内協働で可能と思われる

患者家族支援で提案が多かったのは、情報

収集・集積・情報ツール作成で、特に在宅

療養支援関連の情報集積や情報ツール作成

の意見が多かった。 

 

(15) がん相談支援センター“働くこと”お

よび“療養生活”に関連する相談の対応状

況に関する調査   

   

就労に関する相談対応について、療養生活

における相談対応との比較を通して、今後

のがん診療連携拠点病院および相談支援セ

ンターの役割を整理することを目的として、

全国のがん相談支援センターを対象に調査

を実施した。がん診療連携拠点病院 397 施

設の相談支援センターを対象として、平成

25 年 4 月～6 月にかけて「“働くこと”お

よび“療養生活”に関連する相談の対応状



況に関する調査」を行った。その結果、233

施設（58.7%）から回収が得られ、分析を行

った。療養生活における相談対応や院内外

の役割や連携に対する意識に違いが見られ、

病状の見通しに比して、外部との連携や調

整に関わる支援については病院で対応する

という割合が低くなっていた。 

 

5. 患者団体等との連携のあり方に関する

検討 

(16)患者団体等との連携を促進するための

「相談員のためのがんサロンの設立と運営

のヒント集」の作成 

現場のがん相談員が活用できるための、が

んサロンの設立と運営に関するヒント集を

作成することを目的とした。作成にあたっ

ては、本ヒント集作成の目的や背景を研究

者でディスカッションした。その後、目次

立て、執筆を行い、内容の検討を重ねた。

全国のがんサロンに関わっている人々から

査読を受け推敲を行った。結果として、ヒ

ント集は「第 1部：総論」「第 2部：各論」

「第 3 部：Q＆A」で構成し、がんサロンの

意義、相談支援センターの位置づけと役割、

立ち上げ・運営・発展への支援、取り組む

上での具体的な疑問とヒントについて記述

することとなった。 

 

6. 小児がん拠点病院相談支援センターの

教育、学習プログラムの開発に関する検討 

(17) 小児がん拠点病院相談支援センター

相談研修プログラム内容の検討 

平成 25 年 2 月に、全国で 15 医療機関が小

児がん拠点病院に指定された。これを受け、

相談支援センターに携わる専任の相談員に

はどのような教育・研修が必要であるかを

明確にし、相談員を対象に実施する研修プ

ログラム内容と実施方法に関して検討を行

った。海外の例を参考にするとともに、小

児がんの相談支援に携わる相談員、教員、

患者支援団体等からなるワーキンググルー

プを組織し、協議を行った。小児がん拠点

病院相談員の役割は『がん患者や家族等の

相談者に、科学的根拠とがん専門相談員の

実践に基づく信頼できる情報提供を行うこ

とによって、その子の発達段階に応じた生

活が選択できるように支援する』ことと定

義し、小児がん対策、小児がんに関する概

要、親･家族、きょうだいへの支援、社会的

資源に関する情報を研修プログラムの内容

構成案として含めることとした。 

 

 (18) がん専門相談員のための「小児がん

就学の相談対応の手引き」の作成 

がん専門相談員が、小児がんの子どもたち

の就学の支援を行うときに、知っておくと

よい背景知識や具体的な支援の基本的な考

え方をまとめた『がん専門相談員のための

「小児がん就学の相談対応の手引き」』に

必要な要素について検討を行い、手引きの

作成を行った。 

小児がんの就学において重要な連携すべき

専門家である特別支援教育の専門家らと共

に、就学の支援に関して、相談員や病院の

スタッフが知っておくべき要素の検討を行

い、全体の構成案を作成した。構成案とし

て、なぜ子どもにとって就学が大事である

のかを基本軸とするとともに、現場で使い

やすい手引きとするために Q&A 集や地域で

連携、相談できる特別支援学校（病弱）一

覧についても掲載することとした。 

 



 

D. 考察 

1. 相談対応の質的な評価のあり方に関す

る検討 

(1) 相談支援センターにおける相談員の教

育・研修に関する検討 

アクションリサーチにより取り組んだ研究

の結果、「相談の質評価表」を活用した「教

育プログラム」の取り組みについて、多く

の相談支援センターで関心が高く意欲もあ

ることが明らかになった。取り組みの結果、

23 施設中 23 施設が研修会に出席し、今後

の自施設での取り組みを検討するに至った。 

「教育プログラム」を地域単位で行うにあ

たっては、意思決定に全施設が関与するこ

と、選択可能な学習・研修の方法が複数あ

ることが重要であることが示唆された。ま

た「教育プログラム」を活用した研修は、

がん専門相談員の役割を学ぶ機会にもなる

ことが示された。 

 

 (2) 電話でのがん相談における｢相談の質

評価表｣を用いた事例検討と評価のあり方

の検討 

「質の評価表」が教育や事例検討ツールと

して有用であることが示され、「質の評価

表」を用いた電話相談の事例検討が相談員

の相談の質の均霑化およびレベルアップに

役立つ可能性があると考えられた。さらに、

事例検討用に広めるためには、記入上の解

説や簡略版の開発などを検討することも重

要と考えられる。実施方法については、第

三者が実施した例を用いることが望ましい

と考える相談員が多く、自分の施設内の事

例、あるいは自分の事例の検討には抵抗感

を感じる者が少なくなかった。相談の質の

向上のためには他施設の第三者の事例の評

価のみでなく、実際に自分達の施設の自分

を含めた相談員が行った事例を検討するこ

とが、均霑化や施設の相談の質の底上げに

は役立つと考えられるため、今後、自施設

内の事例を含めた電話相談事例の検討につ

いて、方法を検討して進める必要があると

考えられた。 

 

 (3) 「がん相談対応評価表」を用いた相談

支援の質評価方法の普及と課題に関する検

討 

 ～ワークショップ開催結果を通して～ 

「がん相談対応評価表」を用いたワークシ

ョップが評価表の活用の契機となり、相談

支援の質の向上に貢献する可能性が示唆さ

れた。相談対応を評価することそれらを複

数名で討議すること、また他者評価を受け

ることの重要性が多くの参加者に認識され

た。相談者からの直接的な評価を受ける機

会を得ることが難しい分野であり、その他

の手段としての他者評価は、自己評価の質

を高めるためにも重要であり、相談支援の

質の向上に必要不可欠である。今後は、が

ん専門相談員が第３者から適切な評価が受

けられるような場の提供、体制整備を行っ

ていく必要性があると考えられた。 

 

(4) がん相談支援センターのアクセス状況

の実態把握に関する研究 

調査の参加の呼びかけに対して 6 割近くの

施設から参加表明があったことは、ＰＤＣ

Ａサイクルをまわすこと、がん相談支援セ

ンターの広報の必要性などへの言及が見ら

れるなど、施策としてより具体的な改善が

求められる状況にあるが、現場でも何らか



の対応が必要であると感じている施設が多

いことが推察される。 

今回の調査の参加施設では、代表回線、直

通回線とも 7 割以上のがん相談支援センタ

ーが一度で相談員につながった一方で、1

割弱のがん相談支援センターには 2 度の電

話では相談員につながらず、電話をかけて

から切るまでの通話時間は平均で 2 分前後、

場合によっては 5 分以上の時間を要してい

た。長時間待たされた結果、相談できなか

った場合には、相談者に強い不満が残り、

またそれ以上のアクセスをあきらめる可能

性もある。今後、相談のアクセス状況につ

いて改善が必要な状況があること、またこ

うした状況を現場のものおより管理者が認

識する必要性が高いことが示唆された。 

 

(5)相談支援センターの評価に関する検討 

相談支援センターの役割や機能を整理し、

相談支援センターがもつ支援プログラムと

その効果を理論化し、そのプログラム評価

法に沿って作成された調査票の開発を計画

し、その予備的検討を開始した。現在、予

備調査を進めている段階であるが、がん診

療連携拠点病院の整備指針に、相談支援セ

ンターにおいて「相談者からのフィードバ

ックを得る体制を整備することが望ましい」

と示されていることからも、現場において

より適切に利用者の声を把握できる方法の

必要性は求められており、結果の示し方、

分析方法も含めて、今後もさらなる検討が

求められていると言える。 

 

2. 相談支援センター相談員用学習ツール

の開発に関する検討 

(6) がん相談支援センターにおける「がん

患者・家族」の理解に必要とされる視点・

要素に関する研究 

がん相談支援センターの相談員ががん患者

や家族を理解するにあたって必要となる視

点・要素は、特にがん医療の急激な進歩、

医療者－患者関係の変化、がんの告知をめ

ぐる社会の受け止めをはじめとするがん医

療をめぐる環境の変化を十分に理解しつつ

相談員が日々の相談支援業務に携わること

が重要であると考えられた。すべての対人

援助職、専門職にも共通する要素ではある

が、高等教育において専門教育が終了した

後も、継続的な研修を行い、状況認識とそ

れに伴う相談支援の留意点について共有す

ることががん相談支援の質の維持に不可欠

であると考えられた。 

 

(7) がん専門相談員のための学習の手引き

~実践に役立つエッセンス~の改訂に関する

研究 

初版の作成から 5 年間の間に、がん診療連

携拠点病院の指定に関する指針に示される

がん相談支援センターの役割は徐々に追加

されてきた。同時に、現場のがん専門相談

員による実践の積み重ねの中で必要と感じ

られる知識や技術は、それぞれのがん相談

支援センター内で蓄積されるだけでなく、

地域相談支援フォーラムなど各種研修会の

場などで意見交換がなされ、体験的知識が

共有される場が徐々につくられつつある。

「手引き」で扱うべきと判断されたテーマ

や、それぞれの専門家により修正・追記が

なされた箇所はこれらの状況を反映したも

のとなっていた。今後も、時代の変化に合

わせて継続的に改訂していくことが、相談

支援センターの基盤整備には必要であると



考えられた。 

 

(8) 研修素材としての「がん相談事例」の

作成と学習方法に関する検討 

今回は、地域で学習機会を持つ際に活用で

きる事例の作成と提供内容の整理のみであ

ったが、今後、作成した事例をより多くの

相談員に利用してもらうためにも、活用方

法についてもより具体的に示しながら提供

していくこと、活用による相談対応への波

及や効果等についても検証する必要がある

と考えられた。また、今後ますます複雑な

背景をもつ相談者の相談事例は増えると予

想され、より体系だった学び方ができるよ

うな素材作成・提供として、合併症あり（か

らだ）、精神疾患あり（こころ）、生活困

難あり（くらし）＋がん  

といった観点からも学習素材の検討を行う

ことが必要であると考えられる。 

 

 (9) がん相談支援センターにおける相談

の質の向上プログラムの開発  ～「事例

検討の方法を学ぶ」ワークショップ開催結

果を通して～ 

がん相談支援の事例検討方法と事例検討の

学習方法を学ぶことを目的に開催したワー

クショップのアンケートの結果から、事例

検討に関する知識の獲得、模擬事例検討会

の体験が、事例検討会開催の契機となり、

相談支援のスキルアップに貢献する可能性

が示唆された。また、事例検討の目的の明

確化や、作法、限界などについて相談員が

知識を得ておく必要性が明らかになった。

このワークショップを通して得られた学習

項目、内容、課題などを今後のがん相談支

援センター相談員指導者研修など、より普

及しやすい方法を検討して組み込む必要性

が示された。 

 

3. 相談支援センターの地域における機能

および役割の検討 

(10)相談支援センターの院内外を含めた機

能と役割、位置付けに関する検討 

地域がん診療連携拠点病院に指定された施

設は、各施設の設立母体・目的等によって

その機能に大きな違いがあることが示され

た。拠点病院の施設に応じた相談支援セン

ターの在り方を検討する必要性があること

が明らとなった。相談支援センターの役割

や位置付けは、全国のがん診療連携拠点病

院で一律の対応を実施するのではなく、設

立母体やその医療機関の専門性、病床数な

らびに年間がん患者治療割によって対応す

べきであると思われた。 

 

(11) ICT を活用した滋賀県がん相談支援セ

ンター相談員支援システムの開発・実施に

関する研究 

「とても良いシステム、でも、職場環境

が・・・」、「時間的余裕があればもっと

活用したいが、現場にゆとりがないので、

システムへのアクセスもままならなかった」

との感想が多く寄せられた。業務の質を向

上させるためには、ゆとりのある作業形態

を作り上げることが必須であることが理解

された。 

相談支援センターの質の向上には、病院管

理者がその存在を十分に認識し、人材を育

成すると共に、職が環境を整えるために相

応の原資をかけなければならないと考える。

当該システムが真に活用される時期は、今

少し先のこととなろう。 



 

 (12)「病院患者図書館と地域の公立図書館

の連携とがん情報提供支援に関する研究」 

近年、図書館は単に静かに本を読む場にと

どまらず、各種のイベントを開催するなど、

地域の諸活動の拠点となりつつある。討論

の結果から、人々が病を得て終末を迎える

それぞれの場面で、更に残された家族に大

きな情報ニードが存在するが、特にわが国

では、いわば「周死期」に社会資本の減少

に伴い大きな混乱がある。終末における情

報支援の在り方、具体的な方法として、た

とえば、諸々のシステムの構築やコンテン

ツの充実･閲覧支援に関わる技術的な開発、

イベントによる啓蒙・普及などを今後の取

り組みの可能性としてまとめ、結論とした。 

 

4. 相談支援センターの院内外の活用実態

と新たな活用方法の検討 

(13)相談支援センターの院内外の活用実態

と新たな活用方法の検討 

 相談支援センターの多岐にわたる活動内

容や相談支援業務を担う相談員の活動に関

する文献が多く認めた。今後、相談支援セ

ンターの現場にある課題を解決していくた

めに、優先して取り組んでいくべき課題を

明確にしていく必要があると考えられた。 

 

(14) 相談支援センターの院内外の活用実

態と新たな活用方法の検討 

通院治療、在宅緩和医療への移行などに伴

い、在宅療養に関連した問題への対応など

への支援が、院内外から求められる傾向が

明らかになった。相談対応以外の業務に関

連した広範囲にわたる情報の収集・集積、

人材育成、地域内イベントなどは、一相談

支援センターだけでは難しく、地域特性を

いかし、さらに協働することで各施設・部

門の相互利益となるように計画していく必

要があると考えられる。 

 

 (15) がん相談支援センター“働くこと”

および“療養生活”に関連する相談の対応

状況に関する調査   

   

就労に関する相談対応および療養生活にお

ける相談対応の比較を通して、がんと就労

に関する相談支援センターの役割の方向性

について考察した。就労に関する相談では、

療養の相談と比較して、対応内容により、

相談支援センターとしてできる範囲、院内

で担える範囲、そして、院外に期待したい

範囲が異なっていた。しかし現状では必ず

しも、互いの部署や院外との関係に於いて

期待が合致しているわけではない。したが

って、こうした他部署や院外との間でのお

互いの期待を協議できる場こそが、今後必

要になってくることと考えられる。また、

その人が就労に関して必要とする情報や支

援は異なることからも、まずは就労に関し

ての意向を確認することが必要であると考

えられた。   

   

5. 患者団体等との連携のあり方に関する

検討 

(16)患者団体等との連携を促進するための

「相談員のためのがんサロンの設立と運営

のヒント集」の作成 

がんサロンの主体はがんサバイバーや家族

である。相談支援センターはがんサバイバ

ー、医療者、行政担当者の関係性を構築し、

人々のニーズを捉えながら、地域に開かれ



たがんサロンを目指すことが重要である。

今後は全国の相談員に広報し、活用しても

らいながら、現場の体験や実践知を集めて、

さらにブラッシュアップしていく必要があ

ると考える。 

 

6. 小児がん拠点病院相談支援センターの

教育、学習プログラムの開発に関する検討 

(17) 小児がん拠点病院相談支援センター

相談研修プログラム内容の検討 

小児がん拠点病院相談支援センター相談員

の研修プログラム案を作成するために、検

討会を発足させメンバー間で意見交換を重

ねた。検討会での議論によって初回研修プ

ログラム案の枠組みを作成した。プログラ

ムは成人がんにはない小児特有の発達段階

に則した支援の必要性、また親やきょうだ

いへの支援の必要性も高いこと、さらに病

気の経過とともに発生する晩期合併症や二

次がんへの情報提供や支援といった継続的

な長期フォローアップ、小児がん患者とそ

の家族が日常生活を過ごすための社会的支

援を取り入れること、が必要である。 

以上を踏まえて、小児がん拠点病院の相談

支援センターに携わる専任の相談員に必要

な教育・研修には、病気に関する基礎知識

と、小児がん患者の発達段階に合わせた支

援ニーズに関する内容により構成し、特に

保育・教育支援内容は教育分野との連携が

必要な領域であり、相談員のための情報整

備として重要であると考えられた。 

 

 (18) がん専門相談員のための「小児がん

就学の相談対応の手引き」の作成 

就学の支援は、地域のさまざまな関係者と

ともに進めることが大切である。小児がん

の就学のための支援の拠点となる小児がん

拠点病院の相談支援センターとして、地域

内のさまざまな関係者とともにあるべき方

向を見極めながら、地域の就学の支援を充

実させていくためのきっかけとなるために

も、共通に学べるツールは必要である。こ

の「手引き」が、相談支援センターまた、

地域の教育機関の連携の橋渡しにできるよ

う活用すると共に、さらなる内容の改善と

工夫が今後も求められている。 

 

E. 結論 

本研究では、H24 年度から開始した 2 年

目の研究として、相談支援センターの機能

の強化と充実に関わる大別して以下の 6 領

域の検討を行った。 

1. 相談対応の質的な評価のあり方に関す

る検討 

2. 相談支援センター相談員用学習ツール

の開発に関する検討 

3. 相談支援センターの地域における機能

および役割の検討 

4. 相談支援センターの院内外の活用実態

と新たな活用方法の検討 

5. 患者団体等との連携のあり方に関する

検討 

6. 小児がん拠点病院相談支援センターの

教育、学習プログラムの開発に関する検討 

 

がん対策基本計画も二期目を迎え、これ

まで行われてきた相談支援センターの機能

強化がますます求められているとともに、

評価の視点が重要になってきている。相談

支援センターが活用されるためには、単に

広報すればよいというのではなく、確実に

そこを利用することで得られるメリットを



示していくことも必要である。そのために

も、どのような効果が得られるのか、利用

者の視点で評価されると共に、相談支援セ

ンターを支えるがん専門相談員にも実感で

きることが必要である。また、これまでは

主に、ツールやプログラムの開発に力点が

あったが、今後は、限られた資源を効果的

に活かすためにも、地域での役割分担と連

携もますます重要な課題となっている。ツ

ールやプログラムを地域においていかに相

談員自身が主体性を持って関わり、活用で

きるか、その検討過程そのものも均てん化

に役立つものと考えられ、こうした取り組

みの維持方法の検討も必要である。そのた

めにも、昨年度から発展的に検討を加えて

きた 6 領域について、現場に可能な限りフ

ィードバックできるものにし、地域で活用

できるものにできればと願っている。 
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